
 

令和６年３月５日 
総合政策局国際政策課 

 (グ ロ ー バ ル 戦 略 ) 

日印第２回スマートシティサブグループ会合を開催 
～インド住宅都市省とスマートシティ開発枠組み（プラットフォーム）設立に合意！～ 

開催概要 
（１）日  程  ：令和６年２月２６日（月）１４：００～１８：３０（インド時間） 
（２）実施方法 ：現地とオンラインによるハイブリッド開催 
（３）会  場  ：Hotel The Royal Plaza（New Delhi, India） 
（４）主  催  ：国土交通省、インド住宅都市省 
（５）出席者 ：約７０名 

[日本側] 国土交通省（垣下大臣官房参事官、川邉国際交渉官）、在インド日本国大使
館、地方自治体、日本企業、JICA インド事務所、JETRO ニューデリー事務所 

[インド側] 住宅都市省（クナル・クマール国際協力・スマートシティミッション局長他）、都市政
府、インド企業、インド商工会議所連合会（FICCI）、インド工業連盟（CII） 

（６）結果概要：別紙のとおり 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

国土交通省は、２月２６日、インド住宅都市省とともに、「都市開発に関する日印交流会議」の
下に設置されたスマートシティサブグループ会合をニューデリーで開催しました。昨年の４月に実施した
初回の会合に引き続き、第２回目の開催となります。 

本会合では、スマートシティのサービスプロバイダーである民間企業と、そのスマートシティサービスを
活用して都市課題の解決に取り組む両国の地方自治体も含めて具体的な案件形成を図っていくこと
を目的とした、官民で連携した枠組み（プラットフォーム）の設立を合意しました。 

 

＜問い合わせ先＞ 
総合政策局国際政策課(グローバル戦略) 川邉、小林   ℡03-5253-8314（直通） 

垣下大臣官房参事官の挨拶 クナル・クマール国際協力・ 
スマートシティミッション局長の挨拶 

プラットフォーム設立に向けた共同宣言 



別紙 
結果概要 
 
■オープニングセッション 

日本側からは、垣下大臣官房参事官が代表して、今後、さらに日印両国におけるスマートシティ分野
での協力を加速させていくための枠組み（プラットフォーム）の設立の必要性について言及しました。 

インド側からは、クナル・クマール国際協力・スマートシティミッション局長が代表して、日本政府及び日
本企業のスマートシティ分野での協力について歓迎する旨の挨拶や、官民で連携した枠組み（プラット
フォーム）の設立に対して期待が述べられました。 

 
■プラットフォーム設立に向けた共同宣言 

日印両国におけるスマートシティ分野での協力を更に深めていくために、政府間同士の枠組みである
サブグループに加え、スマートシティのサービスプロバイダーである民間企業や、そのソリューションを活用し
て都市課題の解決に取り組む都市をはじめとするステークホルダーが参加して、情報共有の促進や具体
的な案件形成を図ることを目的とした、官民で連携した枠組みであるプラットフォームの設立を合意しま
した。   
 
■日本、インドの都市、民間企業からの発表 

日印両国の各都市の担当者より、その都市が抱えている都市課題とその解決に向けた具体的な取
り組みを共有しました。また、都市課題に対応するソリューションを有する日印両国の民間企業から、各
社が有するスマートシティサービスの発表を通して、今後スマートシティ分野において、どのような協力がで
きるかについて議論を深めることができました。 

 
 参加した日本及びインドの都市政府と企業等一覧（あいうえお順、アルファベット順） 

 日本 インド 
 

 
都市政府 

・加古川市 
・京都府 
・神戸市 

・Ahmedabad 
・Chennai 
・Guwahati 
・Indore 
・Kohima 
・Shillong 
・Surat 
・Thane 

 
 
 
 
民間企業等 

・NEC 
・キヤノン 
・京三製作所 
・住友林業 
・積水化学 
・日本工営 
・パナソニック 
・ミネベアミツミ 
・ヤスダエンジアリング 

・CII 
・FICCI 
・Fluent Grid 
・L&T Technology Services 
・NIRAsys 
・Trenchless 
・Wipro 

 


